
 
 

一般社団法人長野県農業会議 第 118 回常設審議委員会の概要 
 
 
 
 
 

 令和 8 年 1 月 15 日（木）に長野市「ＪＡ長野県ビル」において開催した、第 118

回常設審議委員会の審議結果等の概要は下記のとおりです。 

 

記 

 

１ 農地法等に基づく審議 

（１）第 1 号議案 

農地法第 5 条の規定に基づく農業委員会からの意見聴取案件について審議した 

結果、「許可相当」として意見回答することを決定しました。 

 

２ 研究検討事項 

（１）農地中間管理事業の推進について 

   資料②により説明しました。 

 

３ 報告事項 

（１）令和 8 年度農業委員会組織関係予算の概要について 

   資料③により説明しました。 
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期日 令和8年1月15日
場所　 ＪＡ長野県ビル12B

○印は出席者

（会　　長） （副会長） （副会長）

望月　雄内 市川　覚 田中　悦郎

2 小山田　武 ○ 3 片岡　正夫 ○ 4 小泉　幸善 ○

5 氣賀澤道雄 ○ 6 髙田　清人 ○ 7 髙橋　德 ○

9 佐原　悦司 ○ 10 伊藤　宏昭 ○ 11 栁澤　雅仁 ○

12 神林　利彦 13 青木　保 ○ 14 増田　善行 ○

15 沼田　浩子 ○ 16 神農　佳人 17 中村　光男 ○

18 眞島　実 ○ 19 宮澤　清志 ○ 20 小林　安男 ○

21 平林　孝保 ○ 22 新芝　正秀 ○ 23 長谷川　孝治 ○

25 依田　明善 26 日䑓　正博 27 浅田みさ子 〇

28 髙林　敬子 ○ 29 小林　文彦 ○ 30 伊藤　洋人 ○

県
等

事
務
局

県農政部農業政策課
　市川農業団体・共済係長、野村農地調整係長
(公財)県農業開発公社
　小林専務理事県担当予算、汾陽中間管理部長

伊藤専務理事兼事務局長（前掲）、三井参事兼部長、山際部長、土屋部長、中島審議役、
松田農地係長、森住審議役、土屋主査、高嶋主任、倉田嘱託

○ ○ ○

常
設
審
議
委
員

一般社団法人長野県農業会議 第118回常設審議委員会 出席者名簿

■常設審議委員 在籍者３０人、出席者２５人　（敬称略）

正
副
会
長
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氏　　　　　　　　　　　　名
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一般社団法人長野県農業会議 第118回常設審議委員会次第 

 

 

                 日  時：令和8年1月15日（木）13:30～ 

                場  所：長野市 JA長野県ビル12階 「12B会議室」 

 

 

 

 

１ 開  会                                                                  

 

２ 挨  拶                                                                  

 

３ 会務報告                                                                  

 

４ 議長就任                                                                  

 

５ 議事録署名人指名                                                          

 

６ 審  議 

第１号議案 

農地法第５条の規定による意見回答について 

 

７ 研究検討事項 

 (１)農地中間管理事業の推進について 

 

８ 報告事項 

 (１)令和８年度農業委員会組織関係予算の概要について 

 

９ その他 

 (１)農業者年金の加入推進について 

 (２)次回の開催計画について 

   2月 13日（金）13:30～ JA長野県ビル12階 「12A会議室」 

 

10 議長退任 

 

11 閉  会  

 

 

 

- 3 -



主 要 会 務 報 告                 

          （令和７年１２月１５日開催の常設審議委員会以降） 

 

１ 主催会議 

（１） 総務・情報部関係 

    １２月１５日     第 117 回常設審議委員会                  （長野市） 

  １２月１８日    監査会（中間監査）               （長野市）       

 

（２） 農政・農地部関係 

１２月１５日    農業委員会サポートシステム最新化説明会     （Ｗｅｂ） 

１２月１５日    県農業委員会協議会               （長野市） 

  １２月１６日    農業委員会サポートシステム研修会        （白馬村） 

  １２月１７日        〃                  （南箕輪村） 

  １２月１８日    令和8年度農地利用最適化事業打合せ        （長野市）  

    １２月２３日    所有者不明農地対策事業打合せ          （松本市） 

  １２月２４日        〃                  （安曇野市） 

   １月 ８日    地区常設審議委員会       （小諸市、伊那市、塩尻市） 

   １月 ８日    農地利用最適化に係る月次情報交換会議 

                            （     〃     ）  

   

（３）担い手・経営・年金部関係 

１２月１６日    農業者年金の加入推進に係る打合せ会議（北相木村、御代田町） 

  １２月１７日    「雇用就農資金」現地確認調査        (南信２経営体) 

 

 

２ 組織関連の会議 

  １２月１８日    県農業法人協会理事会、県・ＪＡ長野県との農政懇談会 

  １２月２２日    県国際農友会 70 周年事業に係る打合せ 

  １２月２５日    飯山市農業委員会・地域計画学習会 

  １２月２５日    安曇野市農業委員会地域計画見直しに係る研修会 

  １２月２５日    県鉢花園芸組合 60 周年記念事業・歴代組合長座談会 

１２月２５日    木島平村農業者年金加入推進研修会 

１月 ８日    県鉢花園芸組合第 6回役員会 

１月 ９日    県国際農友会第 1回役員会 

 

 

３ その他の会議 

  １２月１５日    小布施町幸作会農業者年金説明会 

１２月１６日    県農業開発公社第 22 回農地中間管理事業評価委員会 

  １２月２２日    上小農業青年クラブ協議会農業者年金説明 

   １月 ７日    県農業大学校農業経営コース講義（農業者年金制度説明） 

 

 

- 4 -



（令和8年1月）

田 畑 計

1 2 9,596.00 0.00 9,596.00

上田市 1 2 9,596.00 0.00 9,596.00

5 6 15,179.04 3.18 15,182.22

諏訪市 1 1 4,281.00 0.00 4,281.00

茅野市 1 1 1.64 0.00 1.64

駒ケ根市 1 2 1.40 3.18 4.58

宮田村 1 1 6,618.00 0.00 6,618.00

阿南町 1 1 4,277.00 0.00 4,277.00

4 4 18,628.00 70,586.28 89,214.28

松本市 1 1 7,785.00 0.00 7,785.00

安曇野市 1 1 5,366.00 0.00 5,366.00

山形村 1 1 0.00 70,586.28 70,586.28

松川村 1 1 5,477.00 5,477.00

0 0 0.00 0.00 0.00

10 12 43,403.04 70,589.46 113,992.50

南信

中信

北信

合計

農地法第５条第３項の規定による意見聴取件数・面積一覧表

地区
農業委員会名

市町村数 件数
面　　　積　　（㎡）

東信

正①
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Ⅰ 令和8年度農業委員会組織関係予算の概要 

国の令和 8年度当初予算については、昨年１２月に閣議決定（概算決定）され、今月開催される通常国会

に提案される。  

組織予算全体としては、令和７年度に比べ6億1,900万円増の127億5,900万円となった。 

なお、主な関係予算の概要は次のとおり。 
 

事業名(補助率) R８年度予算 

概算決定額 

前年対比 

増(+)、減(▲) 

１ 農業委員会交付金 （定額 10/10） ４７億１，８００万円      同額 

２ 農地利用最適化推進事業（旧 農地利用最適化交付金） 

（定額 10/10） 

３９億１，９００万円 ▲１億３，２００万円 

３ 機構集積支援事業（定額 10/10） ３4億６，７００万円 ＋７億１，８００万円 

４ 都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金（定額10/10） ５億２，３００万円 同額 

５ 所有者不明農地対策事業 （定額 10/10） １億３，２００万円 ＋３，３００万円 

農業委員会組織関係予算 合計 127億5，9００万円 ＋6億１，9００万円 
 

１ 農業委員会交付金  
 
農業委員・農地利用最適化推進委員の手当、事務局職員の設置、農地調査・ 資料整備にかかる経費を

支援するもの。 
 

2 農地利用最適化推進事業   (旧 農地利用最適化交付金)   
 
農業委員及び農地利用最適化推進委員の最適化活動を支援するため、報酬の上乗せ条例の制定を条件     

に両委員の報酬財源として平成２８年度から措置されてきた。 
 
令和４年度からは、委員の報酬財源に加え、上乗せ条例がなくても最適化活動の事務費や臨時職員の

人件費等として支出ができるよう運用改善が図られているが、予算の執行率が年々下がっており、令和
6年度は65％となり、不要額は15億7,700万円に及んでいる。 

 

令和7年度も、35億円が配分されたが交付決定額は30億円に届かない可能性が高く、令和8年 

度に前年度より1億3,200万円の減額予算となった。 
 

令和 9 年度以降の予算確保のためにも、令和 8 年度は執行率を上げることが必要であり、引
き続き「委員の報酬財源」や「最適化活動の事務費」、「臨時職員の人件費」等として支出できる
同予算の積極的な活用をお願いします。 

 
(参考) 

①  令和7年度の国からの配分額と執行予定額（長野県：R8年1月現在）        （単位：千円）  

令和7年度配分額   令和7年度執行予定額  （執行率） 予算活用市町村数 

  169,318 142,840 （84.4％） ６3 
   

②  令和８年度の市町村要望額（長野県：R8年1月現在）                   （単位：千円）   

R8年度市町村要望額 予算活用市町村数 長野県のR８年度当初予算案 

     １54,365      ６5 R7当初配分額（165,234千円）と同額程度の見込み 

令和8年度農業委員会組織関係予算の概要について 

(一社)長野県農業会議 第118回常設審議委員会 資料  R8.1.15 ③ 
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３ 機構集積支援事業  
 

市町村農業委員会が実施する農地法等に基づく業務を効果的・効率的に遂行するため、遊休農地の所
有者や不在村地等への利用意向調査、所有者不明農地の権利関係調査や公示制度に必要な取り組み、農
地情報や農地の出し手・受け手の意向等を管理するデータベースの運用等を支援するもの。 

 
なお、不在地主対策は今後の農地集約化等の支障になる恐れが高く、対応が急がれるため、農地の活

用意向調査経費が補助対象に追加された。 
 
また、全国機構(全国農業会議所)が行う、研修や各種調査、サポートシステムの保守、利便性向上のた

めの改修等にかかる経費として、7億1,800万円が増額された。 
 

4 所有者不明農地対策事業  
 
   所有者不明農地の解消に向けた農業委員会の取り組みを県農業会議(ネットワーク機構)が支援する
事業。各都道府県でモデル地区（市町村）を選定して支援し、探索・公示等の仕組みを活用して所有者不
明農地の利活用を推進するもの。増額は実施地区数3地区から4地区に増加することに伴う増。 

 
近く、令和8年度の実施希望をお聞きしますので、事業の積極的な活用をお願いします。 
 

Ⅱ 令和8年度の関連予算を含めた全体予算の概要  

※太枠が農業委員会組織関係予算 

令和8年度概算決定額 ＜参考＞令和7年度予算額（概算決定額） 

農地中間管理機構関連予算 農地中間管理機構関連予算 

 農地中間管理機構事業※国費部分のみ 

(46億4,400万円・対前年度3億6,800万円増) 

 農地中間管理機構事業※国費部分のみ 

（42億7,600万円） 

― 
 機構集積協力金交付緊急対策事業 

（80億円・令和6年度補正予算） 

機構集積支援事業 

（34億6,700万円・対前年度7億1,800万円増） 

 (1)遊休農地の所有者の利用意向調査 

 (2)所有者不明農地等の権利関係調査 

 (3)農業委員・推進委員の研修 

 (4)農地情報システム関連の改修・維持管理 

 (5)農地情報のデータベース化 

 (6)都道府県機構の巡回支援 等 

機構集積支援事業 

（27億4,900万円） 

 

 (1)遊休農地の所有者の利用意向調査 

 (2)所有者不明農地等の権利関係調査 

 (3)農業委員・推進委員の研修 

 (4)農地情報システム関連の改修・維持管理 

 (5)農地情報のデータベース化 

 (6)都道府県機構の巡回支援 等 

農業委員会交付金 

（47億1,800万円・対前年度同額） 

農業委員会交付金 

（47億1,800万円） 

農地利用最適化推進事業 

（39億1,900万円・対前年度1億3,200万円減） 

農地利用最適化交付金 

（40億5,100万円） 

都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金 

（5億2,300万円・対前年度同額） 

都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金 

（5億2,300万円） 

所有者不明農地対策事業 

（1億3,200万円・対前年度3,300万円増） 

所有者不明農地対策事業 

(9,900万円) 
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令和8年度概算決定額 ＜参考＞令和7年度予算額（概算決定額） 

農地調整費交付金 
（4,700万円・対前年度同額） 

農地調整費交付金 
（4,700万円） 

農地中間管理機構関連対策 農地中間管理機構関連対策 

 農地中間管理機構関連農地整備事業 

 （農業農村整備事業〈公共〉で実施） 

(624億6,900万円・対前年度52億9,400万円

減） 

※この他、令和 7 年度補正予算で 1,034 億

7,900万円の内数を措置 

農地中間管理機構関連農地整備事業 

 （農業農村整備事業〈公共〉で実施） 

 (677億6,300万円の内数） 

※令和 6 年度補正予算を含め 988 億

4,000万円の内数を措置 

 農地耕作条件改善事業 

（202億 7,500万円・対前年度 4億 3,200万円増） 

※この他、令和7年度補正予算で100億円を

措置 

 農地耕作条件改善事業 

（198億4,300万円） 

― 

地域計画実現総合対策 （383億7,000万円） 

※この他、令和６年度補正予算で663億6,400

万円を措置 

地域計画の実現に向けた支援 

(526億 8,700万円)   ※この他、令和 7年度

補正予算で936億1,900万円を措置 
― 

新規就農者育成総合対策 

 （104億 2,700万円・対前年度 3億 2,100万円減） 

※この他、令和7年度補正予算で54億1,600万

円を措置 

新規就農者育成総合対策 

（107億4,800万円） 

※この他、令和6年度補正予算で54億1,600

万円を措置 

経営発展支援事業 経営発展支援事業 

就農準備資金・経営開始資金 就農準備資金・経営開始資金 

農地の受け手確保に向けた 

新規就農者誘致環境整備事業 

農地の受け手確保に向けた 

新規就農者誘致環境整備事業 

農業教育高度化事業 農業教育高度化事業 

農業人材確保推進事業 農業人材確保推進事業 

雇用就農の総合的な推進 

（28億 1,600万円・対前年度 2億 2,200万円減）  
※この他、令和7年度補正予算で12億7,500

万円の内数を措置 

雇用就農の総合的な推進 

（30億3,800万円） 
※この他、令和6年度補正予算で12億7,500

万円の内数を措置 
  雇用就農資金   雇用就農資金(トライアル雇用含む) 
  トライアル雇用就農促進事業  

  雇用体制強化事業（うち推進体制整備コース）    雇用体制強化事業(公募) 

農業者年金事業 

（760億500万円・対前年度同額) 

農業者年金事業 

（760億500万円） 

      特例付加年金助成補助金 

      （6億2,100万円・対前年度同額) 

       特例付加年金助成補助金 

      （6億2,100万円) 

      農業者年金給付費等負担金 

      （753億8,400万円・対前年度同額) 

農業者年金給付費等負担金 

（753億8,400万円) 

(独)農業者年金基金運営費交付金 

（46億300万円･対前年度3億4,000万円増) 

(独)農業者年金基金運営費交付金 

（42億6,300万円) 

- 3 -

- 33 -



44 農地の集約化等の取組の加速化

＜対策のポイント＞
地域計画の早期実現に向けて、農地中間管理機構（農地バンク）を活用した農地の集約化等の加速化、農業委員・農地利用最適化推進委員による
農地利用の最適化活動等を支援します。

＜政策目標＞
担い手への農地集積率向上（７割［令和12年度まで］）

＜事業の全体像＞

農 地 中 間 管 理 機 構農 業 委 員 会 等 関 連 対 策

農地中間管理機構事業
農地バンクによる農地の集約化等に係る事業運営等に要す
る経費、農地バンク等が行う遊休農地解消のための簡易な整
備等を支援

農地集約化促進事業
農地バンクを通じた貸借等により、農地の集約化等に取り組
む地域や受け手が位置付けられていない農地を活用して新た
な担い手の誘致に取り組む地域を支援

農地利用最適化推進事業
農地利用最適化推進委員等による農業委員
会の農地利用の最適化活動への取組等を支援

￮ 農業競争力強化基盤整備事業<公共>
￮ 農地耕作条件改善事業
￮ 農地利用効率化等支援事業
￮ 持続的生産強化対策事業

農地バンクを中心とする関係者の連携で農地の集約化等を加速化

地域計画の実現に向け、農地バンクを活用

うち、果樹の生産増大への転換、茶・薬用作物等支援対策

機構集積支援事業
農業委員会等が農地法等に基づく業務を効
果的・効率的に遂行できるようにするための支援

￮ 農業委員会交付金
￮ 都道府県農業委員会ネットワーク機構
負担金
￮ 農地調整費交付金

所有者不明農地対策事業
所有者不明農地の発生防止及びその活
用を促進するための支援

地域計画策定
集約化が進展するほか、将来の
農地利用が描けていない、将来
の受け手が不在等の課題も判明

地域計画実現
地域計画の早期実現による生産性向上
のほか、農地を担う大規模経営体の育成
や新たな担い手の誘致等を実現

令和８年度予算概算決定額 17,450百万円（前年度 16,463百万円）

［お問い合わせ先］ 経営局農地政策課（03-6744-2149）1- 4 -
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農業委員会交付金                            4,718百万円（前年度 4,718百万円）

農地法等に基づく業務を行うための農業委員会の職員の設置、農業委員等の手
当に必要な基礎的経費を交付します。

２．機構集積支援事業                            3,467百万円（前年度 2,749百万円）
遊休農地所有者や不在地主等への意向調査、所有者不明農地に係る権利関

係調査や公示制度に必要な手続、農地等のデータベースの運用等を支援します。
３．農地利用最適化推進事業                   3,919百万円（前年度 4,051百万円）

農地利用最適化推進委員等による農業委員会の農地利用の最適化活動への
取組等に要する経費を支援します。

４．都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金  523百万円（前年度 523百万円）
都道府県農業委員会ネットワーク機構（都道府県農業会議）が行う農地法に

規定された業務に要する経費を支援します。
５．農地調整費交付金                                    47百万円（前年度 47百万円）

農地の利用関係の調整等に要する都道府県等の経費を交付します。
６．所有者不明農地対策事業                       132百万円（前年度 99百万円）

所有者不明農地の解消に向けた農業委員会の取組を牽引する取組を支援します。

＜事業の流れ＞

都道府県 都道府県農業委員会
ネットワーク機構

市町村（農業委員会）等
補助等

（定額等）

＜対策のポイント＞
地域が目指すべき農地の将来像である地域計画の早期実現に向けた、農業委員・農地利用最適化推進委員による農地利用の最適化活動等の取組に
必要な経費を支援します。

＜政策目標＞
担い手への農地集積率向上（７割［令和12年度まで］）

全国農業委員会ネットワーク機構

（１、３、５の事業、
 ２の事業の一部）

（２の事業の一部、
 ４、６の事業）

（２の事業の一部）

農業委員会による地域計画の実現に向けた取組の推進
【農地利用最適化推進事業】
・ 農業委員会が行う農地利用の最適化活動（農地の集積・集約化、遊休農地の解消
等）に係る活動量や成果に応じて交付（委員報酬に限らず農業委員会の最適化業務に
対して交付することも可能）
【機構集積支援事業】
・ 農業委員会が行う農地の利用調整、各種調査、農地台帳の整備等の活動を支援

補助
（定額等）

補助等
（定額等）

補助等
（定額等）

国

44－２ 農地の集約化等の取組の加速化のうち
農業委員会による農地利用の最適化の推進

農業委員会の活動
○ 農地法等に基づく業務（農地の権利移動に係る許可 等）
○ 農地利用の最適化のための活動（農地の集積・集約化、遊休農地の解消 等）

→地域計画の実現に向けた取組を実施
【A農業委員会の活動事例】
・ 事務局が実施した耕作者等へのアンケート結果を踏まえ、
農地利用最適化推進委員等が各担当地区における
話し合いを主導。
・ 耕作者等が主体的に取り組むよう促しながら、地区ごとの
話し合いをそれぞれ複数回開催し、令和７年３月末までに
管内全域をカバーする18地区の地域計画が策定された。
※都道府県農業会議等が農業委員会の業務をサポート

令和８年度予算概算決定額 12,806百万円（前年度 12,187百万円）

［お問い合わせ先］ 経営局農地政策課（03-6744-2149）3- 5 -
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 農業者年金加入推進強化月間  
                             

 
 一般社団法人  長野県農業会議 

                    令和８年１月１５日 ＜№10＞           

☆１２月の新規加入実績 

12月の新規加入者は、下表のとおり５市町村で６人、12月末までの新規加入者は、県全体 

で 74 名（目標達成率５３％）となりました。本年度は 139 人の加入を目指しています。引き

続き推進活動をよろしくお願いします。 

 表：１２月の新規加入者数                       （単位：人） 

市町村名 
新規加入者 

市町村名 
新規加入者 

全体 20～39歳 女性 全体 20～39歳 女性 

南牧村 １   飯綱町 １ １ １ 

松本市 １   飯山市 ２ ２  

信濃町 １ １  合計５市町村 ６ ４ １ 

確定申告の時期を迎えます。農業者年金は全額社会保険料控除の対象です。申告の際は社会

保険料控除欄にその年に納付した保険料額の全額を記入し申告してください。（証明書等の添

付の必要はありません） 

☆「農業者年金を知っていただきたい！」説明会の講師をお受けしています  

 農業者の老後収入の大きな柱である農業者年金について、制度のことを知らないという方が
増えてしまっています（下図）。                         
事務局では、現地に出向いての制度説明、ＰＲ等の支援を行っています。令和８年１～３月 

の間は、まだまだ説明会の講師をお受けすることができる状況ですので、地域で農業者を集め 
る会議や農業者が集まる機会等がありましたら、ぜひ、お声掛けをいただきますようお願いし 
ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

☆インフォーメーション♪ 

＊「農業者年金加入推進記録簿」【様式例４】加入推進部長の皆さんは農業委員会事務局へ 

  提出をお願いします。〆切：１月３０日（金） 

加 入 推 進 ニ ュ ー ス 
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うち
20～
39歳

うち
女性

うち
20～
39歳

うち
女性

うち
20～
39歳

うち
女性

うち
20～
39歳

うち
女性

うち
20～
39歳

うち
女性

うち
20～
39歳

うち
女性

小 諸 市 2 2 1 1 1 1 〇 上 松 町 1 1 1

佐 久 市 4 3 2 南 木 曽 町 1 1 1

小 海 町 1 1 1 木 曽 町 1 1 1

佐久穂町 1 1 1 木 祖 村 1 1 1

川 上 村 7 6 3 1 1 王 滝 村 1

南 牧 村 3 3 2 1 大 桑 村 1 1

南相木村 1 1 1 1 1 〇 〇 木 曽 計 6 4 5 0 0 0 0 0 0

北相木村 1 1 1 松 本 市 8 5 4 5 1 1

軽井沢町 1 1 2 2 〇 塩 尻 市 3 2 2 4 2 1 〇 〇

御代田町 2 1 1 安 曇 野 市 4 3 2 3 1 1

立 科 町 1 1 1 1 〇 麻 績 村 1 1 1

佐 久 計 24 20 15 7 4 2 3 0 2 生 坂 村 1 1 1

上 田 市 3 2 1 1 山 形 村 2 1 1

東 御 市 2 2 1 1 朝 日 村 1 1 1

長 和 町 1 1 1 1 1 1 〇 〇 〇 筑 北 村 1 1 1

青 木 村 1 1 1 松 本 計 21 15 13 12 4 3 1 1 0

上 田 計 7 6 4 3 1 1 1 1 1 大 町 市 1 1 1

岡 谷 市 1 1 1 池 田 町 1 1 1

諏 訪 市 1 1 1 松 川 村 1 1 1

茅 野 市 2 1 1 2 1 〇 〇 白 馬 村 1 1 1

下諏訪町 1 1 小 谷 村 1 1 1

富士見町 1 1 1 1 〇 北ｱﾙﾌﾟｽ計 5 5 5 0 0 0 0 0 0

原 村 2 2 1 長 野 市 7 3 3 4 3 2 〇

諏 訪 計 8 6 6 3 0 1 2 0 1 須 坂 市 4 2 2 6 4 4 〇 〇 〇

伊 那 市 2 1 1 1 1 〇 千 曲 市 2 1 1 4 3 〇 〇

駒ヶ根市 1 1 1 坂 城 町 1 1 1

辰 野 町 1 1 1 小 布 施 町 3 1 1 4 4 2 〇 〇 〇

箕 輪 町 1 1 1 高 山 村 1 1 1

飯 島 町 1 1 1 信 濃 町 1 1 1 1 1 〇 〇

南箕輪村 1 1 1 1 1 〇 〇 飯 綱 町 2 1 1 1 1 1 〇 〇

中 川 村 1 1 1 小 川 村 1 1

宮 田 村 1 1 1 長 野 計 22 11 12 20 16 9 4 6 3

上伊那計 9 8 8 2 2 0 1 2 0 中 野 市 8 4 3 10 4 5 〇 〇 〇

飯 田 市 5 3 2 5 3 3 〇 〇 〇 飯 山 市 2 1 1 4 3 1 〇 〇 〇

松 川 町 3 2 1 3 2 〇 〇 山 ノ 内 町 3 2 2 2 1

高 森 町 2 1 1 木 島 平 村 1 1 1 1 1 〇 〇

阿 南 町 1 1 野沢温泉村 1 1 1

阿 智 村 1 1 1 栄 村 1 1 1

平 谷 村 1 1 北 信 計 16 10 9 17 9 6 3 3 2

根 羽 村 1 県 計 139 97 89 74 42 25 19 16 10
下 條 村 1 1 1 1 1 〇 〇 53% 25%

売 木 村 1 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、令和７年度目標数を達成した市町村。

天 龍 村 1 1

泰 阜 村 1 1

喬 木 村 1 1 1 1 〇

豊 丘 村 1 1 1

大 鹿 村 1 1 1

南信州計 21 12 12 10 6 3 4 3 1

全体

新規加入者数 目標達成状況

(単位：人)

令和７年度　農業者年金の新規加入実績

令和７年度目標数

(令和７年１２月末日現在)

目標達成状況新規加入者数

市町村名

令和７年度目標数

市町村名全体 全体 全体 全体 全体
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